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出光興産、東亜石油のＴＯＢ不成立
米ファンドが25％超保有

［東京　１６日　ロイター］ - 出光興産は１６日、東亜石油株の公開買い付け（ＴＯＢ）が成立しなかったと

発表した。

出光は東亜石油の株式５０．１２％を所有して連結子会社としており、完全子会社化を目指していた。買い付

け予定数の下限は２０５万８８７５株（所有割合１６．５５％）だった。

東亜石油株は、出光が１２月中旬にＴＯＢを発表してから上昇し、買い付け価格２４５０円を上回る水準で推

移している。

東京証券取引所は、ＴＯＢ不成立を受けて、東亜石油の監理銘柄（確認中）の指定を１７日付で解除すると発

表した。

東亜石油株については、米ファンドのコーンウォール・キャピタル・マネジメントが買い増している。今月４

日に関東財務局に提出された報告書によると、１月２８日時点で２５．６１％の株式を保有している。



引用記事 日経新聞 ロイター 化学工業日報 燃料油脂新聞

２０２1　年　2　月　17　日　　担当　小松

ＯＰＥＣプラス、4月から減産縮小の公算
市場回復受け＝関係筋

［ロンドン／ドバイ／モスクワ　１６日　ロイター］ - 石油輸出国機構（ＯＰＥＣ）加盟国とロシアなどの非

加盟国で構成する「ＯＰＥＣプラス」が、原油価格の回復を受けて４月から減産幅を縮小させる公算であるこ

とが複数の関係筋の話で分かった。ただ、新型コロナウイルスを巡る懸念が払拭されていないことから、小幅

な縮小になるとみられている。

新型コロナワクチンの接種が世界各国で進められる中、今年は原油需要が大きく回復するとの見方が出てい

る。ＯＰＥＣ関係筋は「需要が予想通りに回復すれば、ＯＰＥＣプラスは段階的に生産調整を緩和していく」

と述べた。

次回のＯＰＥＣプラス会合は３月４日。サウジアラビアは１月に、２月と３月の産油量を追加的に日量１００

万バレル自主削減すると発表したが、４月以降も継続するかが注目されている。

ＯＰＥＣプラス関係筋は「原油価格は現在は極めて良好な水準にあるため、サウジが４月以降も自主減産を継

続する必要性はなくなっている」と指摘。別のＯＰＥＣプラス関係筋も「原油価格が現在のような水準にある

場合、４月以降も同じ水準の減産を維持するのは難しい」とし、減産幅の日量５０万バレル縮小が適切になる

可能性があると話した。

ロシアの関係筋も「３月も状況が大きく変化しなければ、ロシアは当然、減産幅の縮小を提案する」と表明。

新型コロナ抑制に向けロックダウン（都市封鎖）が続いているため原油需要回復の見通しに確信は持てないも

のの、日量５０万バレルの減産縮小について討議する価値はあると述べた。
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今年の原油価格、平均1バレル45─60ドルに
ロシア副首相＝報道

［モスクワ　１４日　ロイター］ - ロシアのノバク副首相は１４日、国際原油市場は回復の途にあるとの認識

を示し、今年の原油価格は平均で１バレル＝４５─６０ドルになるとの見通しを示した。ロシア国内メディア

が同副首相の発言を報じた。

ＲＩＡ通信によると、同副首相はテレビ番組で、原油市場でここ数カ月間続いている低ボラティリティーの状

態を指摘。「これは市場のバランスが取れていることを意味しており、現在の価格は市況に沿ったものだ」と

述べた。

またインタファクス通信によると、世界の原油需要は平時を２０─２５％下回っていた昨年４─５月が底で

あったとし、昨年末にかけて平時を８―９％下回る水準にまで回復した、と述べた。

一方、ロシア産天然ガスを欧州に輸送する海底パイプライン「ノルドストリーム２」については、９５％完成

したと表明。米国が「阻止」しようとしているが、完成するとした。
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